
 

平成３０年度からの行政評価委員会の運営体制について 

 

１ 運営体制及び東日本大震災の発生以降の評価制度の運用状況 

宮城県の行政評価制度においては，県がその行政活動について自ら行う評価に関して

調査審議するため，宮城県行政評価委員会が設置されており，調査審議する事項に応じ

て，３つの部会（政策評価部会，大規模事業評価部会，公共事業評価部会）が設けられ

ている。 

一方，東日本大震災の発生に伴い一部の評価・報告を休止している。休止している評

価等については，宮城県震災復興計画の終了後の平成３３年度からの再開に向け，未処

理となった案件の取扱い及び再開時における評価等の在り方について，今後検討を行う

こととしている。 

評価の別 東日本大震災発生以降の状況 

政策評価・施策評価 平成２３年度は評価休止。平成２４年度から評価再開 

大規模事業評価 評価は実施。完了報告は休止 

公共事業再評価 再評価・報告ともに原則として休止 

事業箇所評価 休止 

 ※事業箇所評価は，内部管理の効率性向上を目的としたものであり，部会は設置されて

いない。 

 

２ 平成３０年度からの運営体制 

 政策評価部会は，これまでの体制を継続する。 

 大規模事業評価部会及び公共事業評価部会については，平成２７年度から，１人の委

員（部会委員）を両部会の部会委員として任命していたが，平成３０年度からは，併任 

は行わず,部会ごとにそれぞれ委員を任命する従来の形に改める。 

 今後の運営体制 
これまでの 

運営体制 
備考 

行政評価委員会 7 名 7 名  

政策評価部会 9 名 9 名  

大規模事業評価部会 7 名 
11 名 

１人の委員を２つの

部会委員として任命 公共事業評価部会 7 名 

委員・部会委員の総数 24 名 21 名  
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